
 

 

 

 

 

 

 

 

平成 2３年度一般会計、特別・企業会計の決算を認定しました
 

 

 

 

昨年の決算議会後の『かずみ通信』で、財政調整基金が前年度末より約 8 億増え、約

29 億円になり、国の指針にそった額の 2 倍もの額が本当に必要なのか？と指摘し、 

何のための行革か？誰のための行革か？考え直す必要があると書きました。 

私は、議員になってからの 3 年と 4 ヶ月の間に、自治体財政の仕組みや分析の仕方、

財政の役割など、計 7 回(＊１)の「自治体財政講座」を受講してきました。 

限られた紙面で、多角的に語ることはできませんが、『市報うおぬま』に掲載している、

平成２３年度決算の財政状況報告とは違う角度から、魚沼市の財政を考えてみます。 

 

 

 

 

3 つの経済 企業 家計 国・地方自治体 国・地方自治体の経済を財政といいます。 

財政の３つの役割              

・ 秩序を維持するための防衛、警察、消防など。 

・ 生活を支える安心安全のセーフティネットのための教育、福祉など。 

・ 企業の生産活動と家計の生活活動・消費活動の市場経済を支援し安定化を図る役割 

国・地方自治体は、企業・家計から強制的に集めたお金で、社会全体のためのサービス

を行います。これが財政の役割です。 

 

　魚沼市の　「地方債現在高」「債務負担行為」「積立金」の推移
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この表からみえてくることは、 

・ 地方債現在高は、前半４年間は、5,432,466 千円と大きく減少し、後半 4 年間は、

2,221,419 千円と緩やかな減少です。 

・ 債務負担行為は、前半４年間は 799,064 千円の減少、後半 4 年間は 661,828 千

円の減少で、大きな差はみられませんが、前半の方が負担を減らしたと言えます。 

・ 積立金現在高は、前半４年間は 1,513,501 千円で、必要最低限の増額で、後半 4

年間は 3,835,493 千円で、後半 4 年間で合併当時の２倍近くに増額しました。 

・ 実質債務残高は、前半４年間で 6,231,530 千円と大きく減少させ、後半 4 年間は

2,856,247 千円と緩やかな減少です。 

 

前半 4 年間の特徴は地方債返済額が多い。 

後半 4 年間の特徴は積立金の増額が多い 

 

 

 

 

 

 

 

年度   H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

区分   単位：千円   04 05 06 07 08 09 10 11 

地方債現在高   Ｂ 37,282,763 36,594,644 35,334,519 33,300,243 31,850,297 32,340,641 31,787,460 31,078,824 

債務負担行為額 Ｃ 2,068,682 1,542,125 1,683,420 1,430,084 1,269,618 1,121,851 973,960 768,256 

積立金現在高   Ｄ 5,114,012  4,697,180 4,384,225 5,606,288 6,627,513 7,588,741 8,859,944 9,441,781 

実質債務残高 （Ｂ＋Ｃ） 39,351,445 38,136,769 37,017,939 34,730,327 33,119,915 33,462,492 32,761,420 31,847,080 
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魚沼市の財政運営は健全なのでしょうか？… 
 

そもそも財政の役割って、なぁに？… 
 

(＊１)「国の外郭機関の議員研修」２回、「民間の NPO 法人が企画し

ている財政分析講座」の基礎講座 2 回・ステップアップ 2 回・ゼミナ

ール１回、計 7 回の研修をしてきました。 

 ゼミナールの参加者は、基礎講座・ステップアップ修了者のみで、自

分の自治体の過去数年間の決算数字をもとに、表やグラフを作り、わ

が町の現状と課題を分析し発表します。14・5 人の少人数制講座です。 

 次の表とグラフは、魚沼市の合併以来の「地方債現在高」「債務負担行為」「積立金」の推移です。    単位：千円 

国・地方自治体は、企業・家計から強制的に集めたお金で、社会全体のためのサービス

を行います。これが財政の役割です。 

 

(前半4年間＝H16－H20 後半4年間＝H19－H23で計算) 

 （私が経年の決算資料をもとに作成した表とグラフです） 

財政は、使いすぎ・使わなすぎ、どちらも問題です 

チェックするには議員の力量が必要！ 



 

 

 

地方債とは、簡単に言えば、自治体の借金です。自治体財政では、地方債(借金)も財源

とされます。ただし、地方債は、公営企業（交通、ガス、水道など）の経費や建設事業費

の財源を調達する場合など、地方財政法第５条各号に掲げる場合においてのみ発行でき、

原則として赤字のための、地方債の起債はできません。 

何故、地方債は財源(歳入)と考えるかというと、将来世代も使うことになる施設や道路

などの建設のために、現在世代だけが税を負担するのは、公平性に欠けるので、20 年

30 年と長期にわたって負担したほうが、世代間の不公平がなく、望ましいからです。 

 

 

 

 

  国債にも、発行できる条件はあり、 

原則的に赤字のための、国債は発行できません。 

日本は、世界に類を見ない速度で少子高齢化が進み、

そのための社会保障費の大幅な伸びと、世界的な経済

の低迷によって、企業や個人からの税収が減り、ここ

数年、赤字国債の発行が続いています。 

超党派で議論すべき大切な問題＝持続可能な社会

保障制度の改革を急がなければならないのに、その大

切な問題で、国民の不安をあおり、政権交代の道具に

してきた国会議員と政党の政治手法は、経済対策と 

持続可能な将来の社会保障の構築を遅らせ、赤字国債発行額を肥大化させました。 

本来、伸び続ける社会保障の財源をどうするのか？ もっと早くに、税と社会保障の一

体改革の議論を超党派で行い、赤字国債を発行せずに、持続可能な日本の財政運営の道筋

を構築すべきだったのです。また、日本の経済活動のためには、大切な税金である予算は、

国債や地方債、災害対策費や将来世代も負担すべきお金以外は、貯金してお金の流れを止

めてはいけないのです。お金が流れないと、経済を停滞させることになるのです。 

むしろ、市場経済活動のために適切に使う事こそ、経済の安定を図る大切な財政の役割

です。むろん、お金の使い方は従来型の必要のない施設や道路を建設するという、無駄な

公共投資ではなく、必要な公共投資と将来の日本の為に本当に必要な分野への投資です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  実は、地方自治体にも赤字地方債なるものが存在します。これは、国の財政対策のた

め普通地方交付税の一定額が入ってこなくなったため、その代わりにそれぞれの自治体

で、その不足分の範囲内で起債することが許された借金です。 

  起債することが許されたのであって、必ず、しなければならない借金ではありません。

本来、赤字のために起債をしてはいけないという財政の原則からいったら、必要がなけ

れば、この赤字地方債は起債しないほうが良いのです。何故なら、これこそが、将来の

世代に現在の世代が借金のつけを回す、不公平な起債であり、公債費比率や将来負担率

という、財政健全化を判断するための指標をあげてしまうからです。つまり、財政状況

が悪くなってしまうのです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  国立社会保障・人口問題研究所が 2008 年に予測した将来推計人口に対して、魚沼

地方の４市の中で、魚沼市だけが予測以上に人口が減少しています。魚沼市は住み続け

たくない町なのでしょうか？ 他の3市とは、どんな政策の違いがあるのでしょうか？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
2010 年将来

推計人口 
2010．10.1  比率   

2015 年将来

推計人口 
2012．8.1  比率   

魚沼市   41,581  40,361  97.07% 39,504  39,223  99.29% 

南魚沼市   60,988  61,624  101.04% 58,500  60,628  103.64% 

小千谷市   38,153  38,600  101.17% 36,330  37,748  103.90% 

十日町市   58,733  58,911  100.30% 55,239  57,405  103.92% 

本来、地方債(自治体の借金)＝赤字ではない 
 

国の赤字国債･市場に流れない余剰積立金は問題 
 

 

自治体の赤字国債？＝赤字地方債＝臨時財政対策債
 

日本のどの自治体も標準的な住民サービスを受ける為に必要な金額を(国が)計算し

た標準財政需要額に対して、税収が足りない自治体には、地方交付税として補填する

制度があります。各地方自治体は、そのお金を創意工夫して、 

住民のために、長期計画と単年度の収支バランスを考え

ながら、最大限に有効にお金を使う事が望ましいのです。 

魚沼市にとって、適切な財政運営とは？ 
 

渡辺かずみは、9 月議会中の決算審査特別委員会におい

て、この赤字地方債である「臨時財政対策債」について、

その起債(借金)で積立をすることの是非を質問しました。 

詳しくは10月25日発行の魚沼市議会だよりの平成23

年度会計決算審査特別委員会報告ページをご覧ください。 

魚沼市にとって適切な財政運営をするには、まず、自

分の子どもも、できることなら市外の友人も、魚沼市に

住みたい住み続けたいと思えってもらえるような、他市

にはない特徴ある魚沼市の政策を考え、そのためには、

『必要な公共施設も将来世代に公平な地方債も必要だ』

との考え方の中で、長期的収支バランスを計画するとい

う政治判断が。今の魚沼市には、必要だと思います。 

 

 


